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問題提起の内容
低炭素地域づくりの重要性低炭素地域づくりの重要性

自治体での温暖化対策の方向性

温暖化対策条例の類型及び現状(事例分析)

①温暖化対策に特化した条例

②環境基本条例等に温暖化対策を位置付ける例②環境基本条例等に温暖化対策を位置付ける例

③エネルギー政策条例（今回は除外）

低炭素地域づくり（条例）の主な課題
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低炭素地域づくりの重要性
 低炭素社会づくりに「地域｣で取り組む

個人 もなく 国家 もなく 個人でもなく、国家でもなく

→個人の「努力｣で減らない二酸化炭素(CO2)

出典:環境省報道発表資料

電力のCO2排出係数に大きく依存

出典:環境省報道発表資料
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家計の影響範囲は約２割

出典:環境省報道発表資料

自治体での温暖化対策の方向性
 国には出来ないきめ細かい政策(地域特性に適合し地元
住民が希望する対策)が実施可能

 CO2削減だけでなく経済(雇用創出)効果も

出典:『よくわかる地球温暖化』



4

自治体での温暖化対策の方向性
 規制（削減義務や手続義務）や税は当然、条例化が必要。

 自治体の政策決定（インフラ整備を含む）や人事・財政自治体の政策決定（インフラ整備を含む）や人事 財政
制度を自己規律する項目も条例化が望ましい。

温暖化対策条例の現状
資料のうち、条例リストをご参照願います。資料のうち、条例リストをご参照願います。

都道府県・政令指定市の制定が主。

区・市レベルの温暖化対策条例をみると（以下同
様）、理念型条例とメニュー型条例に分かれる（草
津市が理念型・千代田区は中間か←都の環境確
保条例との重複を回避し、区の取組に重点）保条例 複 回避 区 取組 点）

柏市及び千代田区が数値目標を条例化。

埼玉県内で川越→戸田へ波及か（ほぼ同構成）

なぜ、白山市・岩出市で制定されたのか？
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草津市条例は協定を位置付け（義務付けなし）

出典:草津市資料
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出典:川越市資料

川越市に広がる太陽光発電
年 度 施 設 数 発 電 能 力

平成 9年度 本庁舎 １施設 ３ｋｗ

平成10年度 新宿消防署等 ４施設 ４３ｋｗ

平成11年度 大東中学校等 ２施設 ２３ｋｗ

平成12年度 今成保育園等 １４施設 ７５ｋ

80

平成12年度 今成保育園等 １４施設 ７５ｋｗ

小計 ２１施設 １４４ｋｗ

平成13年度 図書館分館等 １７施設 ９０ｋｗ

平成14年度 北部文化施設等 １８施設 ２２５ｋｗ

平成15年度 新宿小学校等 １６施設 １１４ｋｗ

合計 ７２施設 ５７３ｋｗ 72件

全小学校へ設置！
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出典:川越市資料をもとに作成



2

低炭素地域づくり（条例）の主な課題１
① （国も自治体も）政策的な温室効果ガスの削減に失敗① （国も自治体も）政策的な温 効果 削減 失敗

→条例がすべてではないが、政策的な削減を後押しす
る手法の一つにはなる。諸外国の例として、ドイツの
アーヘン・モデル、ベルリン・モデル、スペインのバルセ
ロナ・モデル等。

② 政策的な失敗の背景の一つとして、国⇔都道府県⇔
市町村の役割分担が不明

③ 温室効果ガス削減をどのように進めるか、方向性や手
法についての選択・合意がない（メニューわかっている）
→ガス削減を一つの切り口として、持続可能な地域づ
くりを進める必要があるのでは。

低炭素地域づくり（条例）の主な課題
④ 条例の制定過程で「相互参照」や「模倣」が起きる④ 条例の制定過程で「相互参照」や「模倣」が起きる

（電中研・馬場論文：模倣マイナスα説も）｡

→相互参照は必ずしも悪くないが、結果がすぐに出
ない政策領域なので効果ないものばかり広まる危
険性

⑤ 対策のパターン化（④に関連） ゆるやかな責務＋⑤ 対策 タ ン化（④に関連） ゆるやかな責務
事業者計画制度＋普及啓発 通りやすい条例？

→国際的連携など新たな課題に対処しきれていな
い。地域のビジョンなしに「やりやすい対策だけ実行
する」。自治体行政の低炭素化や低炭素で持続可
能な地域づくりを含める必要｡


